






















安原陽平所員 

沖縄国際大学 沖縄法政研究所所報第29号 

諸問題全般に対応しうる取締役の選任を立法化するなどの提案が出されている。企業の社会的責任の概念が

不明確な日本の会社法においても有益な示唆である。 

そして、今日、日本においてはいまだにEcology と Economy とは両立しないという価値観から脱却できて

おらず、気候変動情報が投資判断に資する有益な情報とはなりえていない。気候変動への対応（Ecology) 

は中長期的企業価値や国益等（Economy) と矛盾しないだけでなく、先進的な情報開示制度の必要性は、今

後一層、強まっていくことが考えられ、最高経営責任者、最高財務責任者のような「炭素管理責任者」（吉

川2008).「上級環境責任者」などの取締役の選任を含め、世界に先駆けた制度設計・整備を含めた先進的な

取組みが求められる。 

コメンテーターの清水所員からは、エンフオースメントの観点から質問があり、 

梅村氏からは、社会的責任に対する義務規定について訴訟法上の立法提案がな

された際に、条項を設けてもその面で有用性を示せないという問題が指摘され、 

実現には至らなかったなどとの報告があった。 

沖縄法政研究所 第72回研究会 

外国籍の子どもと修学一権利・制度・運用― 

2020年1月29日（金）に第72回研究会を開催し、安原陽平所員・総合文化学部准教授が「外 

国籍の子どもと修学」と題して報告を行った。司会は佐藤学所長・法学部教授が務めた。 

参加者は22名。 

安原陽平所員 安原所員による研究会は、外国籍の子どもの教育を受ける権利の問題が、これまでの

韓国籍、朝鮮籍の子どもたちの権利問題が中心であった状況から、広く外国籍の子ども 

の数の増加、そのうちの相当数が未就学・不登校、という新たな状況になっている点、および、2019年出入

国法の改正による外国人労働者「ニューカマー」増加により、大幅な増加が見込まれる点の指摘から、憲法

学・教育法学の観点による報告に入った。 

憲法上の権利の外国人への保障が、権利性質説という、人権の内容による判断が通説化し、その下で、憲

法26条による学習権保障は、外国籍の子どもにも適用されるのが当然であり、国際人権の考え方にも合致す

る、との理解が広がっている。一方、26条2項の保護者の義務が、国籍を持つ者と、「オールドカマー」を前

提とし、外国籍の保護者に対する義務免除と、民族教育の権利保障が行われてきたことから、「ニューカマー」 

の子どもたちが、こぼれ落ちてしまう可能性がある。就学義務と教育を受けさせる義務の従前の解釈では、 

外国籍の子どもが教育を受ける権利の保障が困難であり、単純な権利論を超えた新たな視点が必要である。 

その意味で、制度と権利の関係が困難な問題であり、えてして、制度が権利を制約する、制度が憲法の上

になる虞すらある。よって、権利論・制度論の双方の視点を踏まえた議論が不可避である。 

次いで、実際の公教育制度の中での外国籍の子どもの学習権保障の報策が論じられた。2016年の「多様な

教育機会確保法」には、公立学校外の広い教育主体が認められるという肯定的な評価も可能である面と、そ

れが、自己負担に基づいた教育を強いる結果になる面がある。それは、新自由主義教育改革論に親和的な、 

民営化、公教育の縮小という指向を反映するものであり、そうではなく、公立学校の幅を広げることで、外

国籍の子どもたちも包摂できるような方向の教育改革が求められる、と、結論付けた。 

安原所員は、この研究会でも顕著に見られたように、極めて現実的な問題を、厳密な憲法理論に照らして

分析される。これまでに法政研では「憲法パトリオ

ティズム」の研究会を開いて頂き、また、「映像教育」 

シンポジウム（2017年度）のパネリストを引き受けて

頂いた。誠に残念なことに、4月からは濁協大学に移

られる。4年間の沖縄国際大学勤務で、法政研も、地

域社会も、安原所員から多くを学ばせて頂いたことに

心から感謝申し上げると同時に、濁協大学での研究の

更なる進展をお祈りする。 
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